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2022年1～2月期中国主要経済指標等の動向
生産や消費は持ち直しの動きを示すが先行きは不透明感漂う
 2022年1～2月期の主要経済指標は景気の持ち直しを示す内容となった。
 地政学リスクの高まりや新型コロナウイルス感染急拡大で景気の先行きには不透明感が漂う。
 中国政府は2022年の実質GDP（国内総生産）成長率目標を「前年比＋5.5%前後」とし、21年の
「同＋6%以上」から引き下げ。2.5兆人民元（約45兆円）規模の減税など景気対策を打ち出し。
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（注）中国の1、2月の主要な経済指標は、春節の休暇時期が年によって
1月下旬から2月中旬までの間で前後するため、1～2月累計値として
発表されています

出所）図表1～3はＣＥＩＣデータをもとにニッセイアセットマネジメント作成

（1）主要経済指標は景気の持ち直しを示す
• 中国国家統計局が3月15日発表した2022年1～2月期の
工業生産は＋7.5%と21年12月の＋4.3％から拡大し、
21年6月以来の大きさとなりました。主要生産品目別
では、ロボットが＋29.6％と21年12月の＋15.1％か
ら、自動車が＋11.1%と21年12月の＋3.4％から伸び
が拡大し、全体を押し上げました。一方、マンション
建設の低迷等により、粗鋼やセメントは減少幅が21年
12月より大きくなりました。小売売上高は+6.7%と21
年12月の+1.7％から拡大し、21年7月以来の高い伸び
となりました。全体の約1割を占めるレストラン等飲食
店売上が+8.9％と21年12月の－2.2％から復調しまし
た。家電製品や自動車販売も回復しました（図表1）。

• 2022年1～2月の固定資産投資は＋12.2%となりまし
た。このうち、全体の約6割を占める民間投資は＋
11.4％、また、地方政府の公共投資が動き出したこと
からインフラ投資は＋8.1％となりました。
注）2021年12月の数値は前年同月比、2022年1～2月期の数
値は前年同期比

（2）2022年の実質GDP成長率目標引き下げ
• 2022年1～2月期の主要経済指標は景気が持ち直しつ
つあることを示したものの、ウクライナ情勢を巡る地
政学リスクの高まりや、全国規模で急拡大する新型コ
ロナウイルス感染の影響等で、今後は回復の勢いが鈍
ることも考えられます。3月5日から11日にかけて開催
された第13期全国人民代表大会（全人代、国会に相
当）で、李克強（リー・クォーチャン）首相は、2022
年の実質GDP成長率目標を「前年比＋5.5%前後」とし、
21年の「同＋6%以上」（実績は同＋8.1％）から引き
下げるとともに（図表2）、秋の共産党大会をにらみ、
2.5兆人民元（約45兆円）規模の減税などの景気対策
を打ち出しました。

（3）物価は落ち着いた動き
• 中国国家統計局が3月9日発表した2022年2月の消費者
物価は前年同月比＋0.9%と1月と同率でした。生産者
物価は同＋8.8％となり、４カ月連続で縮小しました。
中国政府による素材価格等の監視強化の影響が出始め
ているようです（図表3）。

図表1： 小売売上高と工業生産の動向

図表2：実質GDP成長率の推移

図表3：物価の動向
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消費者物価 生産者物価

（％）

※前年同月比

2021年12月
（％）

2022年1～2月
（％）

4.3 7.5
工作機械 5.8 7.2
ロボット 15.1 29.6
自動車 3.4 11.1
粗鋼 -6.8 -10.0

セメント -11.1 -17.8
1.7 6.7

家電製品 -6.0 12.7
燃料代 16.6 25.6

飲食店売上 -2.2 8.9
自動車 -7.4 3.9

項目

工業生産

小売売上高

注：2021年12月の数値は前年同月比
2022年1～2月期の数値は前年同期比
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